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平成 21年度 歳 入
43 億 1,371 万円

地方交付税 (49.1％)

国庫支出金 (11.8％)

町 債 (10.9%)

町 税 (7.2%)

県支出金 (5.8%)

繰入金 (1.9%)

地方譲与税 (1.0%)

その他 (12.3%)

21 億 1,888 万円

5億 1,049 万円

4億 7,020 万円

3億 898 万円

2億 5,096 万円

8,282 万円

4,143 万円

5億 2,995 万円

21 億 921 万円

6億 3,264 万円

4億 7,950 万円

3億 1,322 万円

2億 653 万円

3億 28 万円

4,426 万円

2億 608 万円

平成 20年度 歳入

人件費 (20.5％)

公債費 (15.7%)

積立金 (0.6%)

投資及び出資金他 (0.2%)

繰出金 (7.9%)

8 億 3,216 万円

物件費 (18.3％)
7 億 4,309 万円

6億 3,696 万円

2,296 万円

971 万円

3億 2,297 万円

4億 9,269 万円

2億 2,653 万円

7億 2,585 万円

1,015 万円

8億 9,960 万円

3億 3,643 万円

8億 5,619 万円

1,771 万円

3億 2,365 万円

扶助費 (5.8％)
2 億 3,758 万円

補助費等 (10.4％)
4 億 2,112 万円

普通建設事業費 (20.7％)
8 億 4,059 万円

平成 21年度 歳 出
40 億 6,714 万円

決
算
の
あ
ら
ま
し

　

町
の
さ
ま
ざ
ま
な
仕
事
は
、
与
論
町
の
み
な
さ
ま
が
納
め
た
税
金
や
、

国
や
県
か
ら
の
支
出
金
、
町
債
な
ど
を
財
源
と
し
て
行
わ
れ
て
い
ま
す
。

　

こ
こ
で
は
、
み
な
さ
ま
の
納
め
た
税
な
ど
が
、
ど
の
よ
う
に
活
用
さ
れ

た
の
か
、
ま
た
町
の
財
政
状
況
は
健
全
な
の
か
、
平
成
21
年
度
の
決
算
に

つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

一
般
会
計
と
は
、
福
祉
や

教
育
、
道
路
整
備
や
公
衆
衛

生
な
ど
、
地
方
自
治
体
の
基

本
的
な
施
策
を
行
う
た
め
の

会
計
で
す
。

　

平
成
21
年
度
に
与
論
町
に

入
っ
て
き
た
お
金
で
あ
る
一

般
会
計
の
歳
入
額
は
、
43
億

１
３
７
１
万
円
で
、
前
年
度

よ
り
２
１
９
９
万
円
の
増
加

と
な
り
ま
し
た
。

　

歳
入
の
内
訳
は
、
上
記
グ

ラ
フ
の
と
お
り
で
す
。

①実質赤字比率

②連結実質赤字比率

③実質公債費比率

④将来負担比率

与論町

－

－

15.0

108.8

早期健全化基準

（15.00）

（20.00）

（25.0）

（350.0）

　　　　特別会計の名称

与論町水道事業特別会計

与論町農業集落排水事業特別会計

与論町と畜場特別会計

与論町

0.0

0.0

0.0

１．（　　）の数値は、早期健全化基準で、一つで
　　もこの数値を超えると早期健全化団体になる。
２．実質赤字比率及び連結実質赤字がないため「－」
　　を記載した。

資金不足比率：公営企業の資金不足を、公営企業の
事業規模である料金収入の規模と比較して指標化
し、経営状態の悪化の度合いを示したもの。

与論町公営企業資金不足比率

与論町健全化判断比率

　

構
成
比
の
高
い
も
の
か
ら

挙
げ
る
と
、
「
地
方
交
付
税
」

（
一
定
水
準
の
行
政
サ
ー
ビ
ス

が
確
保
で
き
る
よ
う
国
か
ら

交
付
さ
れ
る
お
金
）
が
49
・

１
％
で
、
21
億
１
８
８
８
万

円
。
次
に
、「
国
庫
支
出
金
」（
特

定
の
目
的
の
た
め
に
国
か
ら

交
付
さ
れ
る
お
金
）
が
11
・

８
％
で
、
５
億
１
０
４
９
万

円
。
「
町
債
」
（
町
が
借
り
入

れ
し
た
お
金
）
が
10
・
９
％
で
、

４
億
７
０
２
０
万
円
と
な
っ

て
い
ま
す
。

与
論
町
健
全
化
判
断
比
率

公
営
企
業
資
金
不
足
比
率
の
公
表

42 億 9,172 万円

57 万円維持補修費

消　

費　

的　

経　

費

投 

資 

的 

経 

費

そ 

の 

他 

■国民健康保険特別会計
　歳　入
　歳　出
　（差額は、一般財源より繰入）
■と畜場特別会計
　歳　入
　歳　出
■老人保健特別会計
　歳　入
　歳　出
■農業集落排水事業特別会計
　歳　入
　歳　出
■介護保険特別会計
　歳　入
　歳　出
■後期高齢者医療特別会計
　歳　入
　歳　出

8億 6,469 万円
9億 1,614 万円

109 万円
109 万円

763 万円
698 万円

1,331 万円
1,331 万円

5億 3,332 万円
5億 1,854 万円

5,690 万円
5,632 万円

特別会計の決算状況
　特別会計とは、特定の事業

を行う場合に、その他特定の

歳入をもって特定の歳出に充

て、一般会計の歳入歳出と区

分して設置した会計です。

　平成 21 年度の特別会計の

決算は、以下の通りです。

一
般
会
計
の
歳
入
に
つ
い
て

　

平
成
21
年
度
に
、
与
論
町

が
使
っ
た
お
金
で
あ
る
一
般

会
計
の
歳
出
額
は
、
40
億
６

７
１
４
万
円
で
、
前
年
度
よ

り
１
億
７
７
７
７
万
円
の
増

加
と
な
り
ま
し
た
。

　

歳
出
の
内
訳
は
、
上
記
グ

ラ
フ
の
と
お
り
で
す
。

　

構
成
比
の
高
い
も
の
か
ら

挙
げ
る
と
、
「
普
通
建
設
事
業

費
」
（
道
路
な
ど
の
公
共
施
設

な
ど
の
建
設
事
業
に
か
か
る

経
費
）
が
20
・
７
％
で
、
８

億
４
０
５
９
万
円
。
次
に
、「
人

件
費
」
（
議
員
の
報
酬
や
、
職

員
の
給
与
な
ど
）
が
20
・
５
％

で
、
８
億
３
２
１
６
万
円
。「
物

件
費
」
（
町
の
経
費
の
う
ち
、

旅
費
・
交
際
費
な
ど
の
消
費

的
な
経
費
）
が
18
・
３
％
で

７
億
４
３
０
９
万
円
と
な
っ

て
い
ま
す
。

一
般
会
計
の
歳
出
に
つ
い
て

「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健

全
化
に
関
す
る
法
律
」
の
規

定
に
よ
り
、
平
成
21
年
度
決

算
に
基
づ
く
４
つ
の
健
全
化

判
断
比
率
と
公
営
企
業
資
金

不
足
比
率
を
公
表
し
ま
す
。

　

平
成
21
年
度
は
、
い
ず
れ

の
比
率
も
早
期
健
全
化
基
準

を
下
回
り
、
財
政
状
況
は
健

全
段
階
で
あ
る
と
い
う
結
果

に
な
り
ま
し
た
。

平 成
21 年度

平成 20年度 歳出
38 億 8,937 円

①実質赤字比率
　地方公共団体の最も主要な
会計である「一般会計」等に
生じている赤字の大きさを、
その地方公共団体の財政規模
に対する割合で表したもの。
②連結実質赤字比率
　公営企業を含む「地方公共
団体の全会計」に生じている
赤字の大きさを、財政規模に
対する割合で表したもの。
③実質公債費比率
　地方公共団体の借入金の返
済額の大きさを、その地方公
共団体の財政規模に対する割
合で表したもの。
④将来負担比率
　地方公共団体の借入金（地
方債）など現在抱えている負
債の大きさを、その地方公共
団体の財政規模に対する割合
で表したもの。

(49.2%)

(14.7%)

(11.2%)

(7.3%)

(4.8%)

(7.0%)

(1.0%)

(4.8%)

(23.1%)

(12.7%)

(0.0%)

(5.8%)

(8.6%)

(22.0%)

(18.7%)

(0.5%)

(0.3%)

(8.3%)


